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研究成果の概要（和文）：2003 年 9 月、財政支出の削減とサービス水準の向上を目的に「地方

自治法」が改正された。その結果、すべての地方自治体は遅くとも 2006 年 9 月までに、公共ス

ポーツ施設にも「指定管理者制度」を導入しなければならなくなった。この研究の目的は、ベ

ンチマーキングとして日本における「指定管理者制度」の導入前後における常勤雇用者数の変

化を明らかにすることである。制度導入前のデータは 2005 年 3月に、導入後は 2007 年 9月に

収集した。2005 年と 2007 年の両年に完全回答したのは 333 施設であった。常勤雇用者数の平

均値は、指定管理者制度導入前よりも有意に増加した。 

 
研究成果の概要（英文）： 
The Local Authority Act of Japan revised in September 2003, aimed to reduce costs for 
public services and to enrich public service quality. As a result of the Act, all local 
authorities had to introduce CCT for public sports facilities by September 2006. The aim 
of this research was to clarify the change in number of full-time employment in publice 
sports facilities before and after the introduction of CCT. The data before CCT were 
collected in March 2005 and the post CCT data were collected in September 2007. In total, 
333 respondents in both 2005 and 2007 were asked to complete the questionnaire. The mean 
number of full-time employment were significantly higher than those of before CCT.   
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 直接経費 間接経費 合 計 

2006 年度 1,300,000 0 1,300,000 

2007 年度 5,200,000 1,560,000 6,760,000 

2008 年度 7,300,000 2,190,000 9,490,000 

2009 年度 800,000 240,000 1,040,000 

  年度  

総 計 14,600,000 3,990,000 18,590,000 

 

研究分野：健康・スポーツ科学 
科研費の分科・細目：スポーツ科学 
キーワード：公共スポーツ施設、指定管理者制度、常勤雇用者数、ベンチマーキング 
 
１． 研究開始当初の背景 
1947 年に施行された地方自治法では、公

（おおやけ）の施設の管理運営は地方自治体

による「直営」しか認められていなかった。
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その後、1963 年の同法改正により公共団体に

よる管理運営を認めた「管理委託制度（以下、

管理委託）」が導入され、1991 年には管理委

託が地方自治体の出資法人にも拡大された。

さらに、2006 年より民間企業や NPO 法人など

が管理運営可能な「指定管理者制度（（以下、

指定管理）」が完全施行された。これらの一

連の法改正は、自治体の財政支出の縮減とサ

ービス向上を目指したものであるが、同時に

新規雇用の創出も期待されている１）。 

指定管理の導入による財政支出の縮減効

果については、全国的にはまだ明らかにされ

ていないが、「大阪府立臨海スポーツセンタ

ー」の事例報告では、指定管理の導入により

大阪府の財政負担が年間 1億 2100 万円ほど

削減され、同様に、新設の「浜北温水プール」

では、指定管理により自治体が想定した当初

の管理コストを年間 1089 万円ほど下回った

との報告がある２）。 

サービス向上については、体育館、屋内プ

ール・スタジオ・ジムの複合施設において、

指定管理の導入により利用者満足度の向上

がもたらされ３）、Jリーグで使用しているス

タジアムでも、指定管理によって、観戦者に

対するサービス・クオリティが上昇したこと

が報告されている４）。 

このように財政支出が縮減され、サービ

ス・クオリティが向上し、利用者の満足度が

増大するためには、それを支えるマンパワー

が必要となる。しかし、現段階では、サービ

ス提供者である指定管理者の雇用者数の変

化については明らかにされていない。一般に

は利用者数が増え、サービスを手厚くすれば、

それだけ雇用が求められることが想定され

ることから、指定管理の導入にともなうサー

ビスの質・量の増大にともない、施設での雇

用者数の増大が想定される。 

スポーツ施設の雇用者数に関する研究は

少ないが、McVicar ら５）は、営利・非営利と

もに雇用者の多様化が進んでおり、公共施設

においては非常勤の職員が、民間施設につい

ては常勤職員が多く採用されていると報告

していることからも、民営化の一方策である

指定管理により常勤雇用者数の増大が示唆

される。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は、指定管理の導入が公共ス

ポーツ施設の常勤雇用者数に与える影響を

明らかにすることである。このため、管理運

営形態が「直営」または「管理委託」であっ

た施設が、「指定管理」に移行した場合と移

行せずに「直営」のままであった場合との常

勤雇用者数を比較することで、指定管理の導

入による常勤雇用者数への影響を明らかに

する。 

 
３．研究の方法 

研究方法は、全国の公共スポーツ施設を対

象とし、ウェブサイト上に専用のアンケート

ページを作成し、指定管理導入前（2004 年度、

以下「導入前」）と導入後（2006 年度、以下

「導入後」）の 2回について調査を行った。 

第 1回目の調査は、(財)日本体育施設協会

会員名簿（平成 16 年度版）をもとに行った。

同協会には多種多様なスポーツ施設のうち

約 16,000 施設が会員となっているが、それ

らのなかから常勤雇用者の配置が想定され

る体育館・プール・グラウンド・球技場・テ

ニスコートの５種類の施設を対象とし、サイ

クリングロードや多目的広場などを除いた。

その結果 6,953 施設を研究対象とした。2005

年 2月末に調査用ウェブサイトの URL とアク

セスのための ID とパスワードを記したハガ

キを対象施設に郵送し、導入前（2004 年度）

の施設経営内容について、2005 年 3 月 8日～

4月28日に専用サイトから入力できるように



 

 

した。 

第 2回目の調査は、2007 年 8 月末に第 1回

目と同様に調査用ウェブサイトの URL とア

クセス用の ID とパスワードを記したハガキ

を対象施設に郵送した。2007 年 9 月 1日～10

月 31 日に 2006 年度の施設経営内容について、

専用サイトに入力できるようにした。 

調査項目は、施設概要、施設設備、営業時

間、利用者、職員についての 56 項目であり、

このうち、本研究では「管理運営形態」、「常

駐職員数」の２項目を用いた。管理運営形態

は「自治体直営」「管理委託」「指定管理」「管

理許可使用」「PFI」「その他」とした。また

「常勤職員」とは、当該施設に正規職員（社

員）として辞令が交付された者とし、他の施

設等との兼務者は含まないこととした。 

調査結果の分析は、まず３つの管理運営形

態（直営、管理委託、指定管理）による常勤

雇用者数の差異を検証するため、年度ごとに

３群間に対して Mann-Whitney の U 検定を行

った。一般に公共スポーツ施設の常勤雇用者

数は少なく、施設によっては無人の場合もあ

ることから、ノンパラメトリック検定である

Mann-Whitney の U 検定を用いることが適切

であると判断した。 

次に年度による変化を検証するため、管理

運営形態別に Wilcoxon の符号付き順位検定

を行った。こちらもデータの特性からノンパ

ラメトリックの検定を用いるのが適切だと

判断した。 

両分析ともに統計ソフトは、IBM SPSS 
Statistics 18 を使用した。 
 
４．研究成果 

(1)回答結果 

第 1回目（2004 年度）と 2回目（2006 年

度）の両調査に必要な項目を回答した施設は

455 施設であった。そこから、直営と指定管

理以外の管理運営形態（例えば管理許可使用

や PFI など）を採用している 122 施設を除い

たところ 333 施設となった。 

管理運営形態が直営を継続している施設

（以下、「直営－直営」）は 168 施設、直営か

ら指定管理に移行した施設（以下、「直営－

指定管理」）は 32 施設、管理委託から指定管

理に移行した施設（以下、「管理委託－指定

管理」）は 133 施設であった（図１）。 

(導入前) (導入後)

直営 直営

管理委託 指定管理

n=168

n=133

n=32

 

図１．管理運営形態の移行パターン 

(2）管理運営形態による常勤雇用者数の相違 

管理運営形態別の導入前後の管理運営形

態別の平均常勤雇用者数を表１に示す。 

2004 年度（導入前）の平均常勤雇用者数は

「直営－直営」は 1.47 人、「直営－指定管理」

は 1.09 人、「管理委託－指定管理」では 3.58

人であった。これら 3群について

Mann-Whitney の U 検定を行ったところ、「直

営－直営(a)」と「直営－指定管理(b)」とに

は有意差はないが、「管理委託－指定管理

(c)」は他の２つより有意に常勤雇用者数が

多かった。つまり、導入前の時点で管理委託

は直営よりも有意に常勤雇用者数が多いこ

とが明らかとなった。 

2006 年度(導入後)の平均常勤雇用者数は、

「直営－直営」は 1.50 人、「直営－指定管理」

は 2.28 人であり、「管理委託－指定管理」は

4.37 人であった。Mann-Whitney の U 検定の

結果、３群間に有意な差があり「直営－直営

(a)」が最も少なく、次いで「直営－指定管

理(b)」が、そして「管理委託－指定管理(c)」

常勤雇用者数が最も多いことが明らかとな

った。 



 

 

平均値 最小値 最大値 平均値 最小値 最大値

直営-直営(a) 1.47 0 15 1.50 0 26 0.325 n.s.

直営-指定管理(b) 1.09 0 10 2.28 0 10 0.021 P<.05

管理委託-指定管理(c) 3.58 0 45 4.37 0 33 0.069 n.s.

a<b, n.s. a<b, p<.001

b<c, p<.001 b<c, p<.05
a<c, p<.001 a<c, p<.001

2006年度（導入後）2004年度（導入前）

表１．指定管理者制度導入前後における管理運営形態別の常勤雇用者数

有意確率（群間）

有意確率（年度間）

 
 
(3)指定管理者制度導入前後の常勤雇用者数

の変化 

次に常勤雇用者数の指定管理導入前後の

変化についてみた（表１）。Wilcoxon の符号

付き順位検定を行ったところ、「直営－直営」

の平均常勤雇用者数は 2004 年度の 1.47 人が

2006 年度は 1.50 人であり有意な増加はなか

った。一方、「直営－指定管理」では導入前

の 2004 年度は 1.09 人であったが、導入後の

2006 年度は 2.28 人へと有意に増加した

（p<.05）。しかし、「管理委託－指定管理」

では導入前 3.58 人から導入後 4.37 人へと増

加しているようにみえるが統計的には有意

ではなかった。これらのことから、「直営－

指定管理」の常勤雇用者数のみが有意に増加

したことが明らかとなった。 

 

(4)考察 

第１に管理運営形態の相違による常勤雇

用者数についての結果では、「直営－直営」

と「直営－指定管理」に比較して、「管理委

託－指定管理」は指定管理導入の前後ともに

常勤雇用者数が有意に多いことが明らかと

なった。地方自治法改正により 1963 年に導

入された「管理委託」は、自治体が第 3セク

ターであるスポーツ振興事業団などを設立

し、それらの外郭団体が施設管理を行う仕組

みである。この制度ができた背景として、利

用者の多様なニーズへの対応が求められた

ことがあり、直営による公務員体制では勤務

規則による制限が多く、対応が困難であった

ことがあげられる。また、高度経済成長に伴

い大規模施設の整備が進み、管理運営により

多くの人材が必要となったこともあげられ

る。つまり大規模施設でサービスの充実が求

められた施設を管理委託とする場合が多か

ったため、そもそも直営施設よりも常勤雇用

者数が多いと考えられる。 

指定管理導入前後の常勤雇用者数の変化

についてみると、「直営－直営」と「管理委

託－指定管理」には有意な増減はなかった。

一方、「直営－指定管理」のみが有意に増加

した。これは「直営－直営」はサービスや施

設規模などの変更がないため、そのままの人

員配置を継続していることが理由と考えら

れる。また「管理委託－指定管理」は従前よ

り管理委託を受けていたスポーツ振興事業

団などが、そのまま指定管理となった可能性

が高く、その場合も人員配置の変更をしてい

ないと考えられる。一般に、指定管理は公募

が原則であるが、管理委託者の雇用の確保の

観点などから、指定管理の導入初回に限り、

特例的に公募を行わないことも認められて

いたことが影響したとも考えられる。 

他方、「直営－指定管理」では、管理運営

主体が自治体から民間事業者等に確実に交

代していることから人員体制が変更となっ

たと推察される。さらにサービスの充実を図

る必要から、それにともなって常勤雇用者数

が増大したと考えられる。このことは

McVicar ら５）が、民間施設では常勤職員の採

用が多いとの報告にも通じる。実際、「直営

－指定管理」では常勤雇用者数は 1.09 人か

ら 2.28 人へと 2.1 倍となり、3群のなかで最

大の増加率である。「直営－指定管理」では、

指定管理者の選定に際して公募となること

から、公募の場合には応募者間による競争が

激しく、競争で勝つためには開館時間の延長

や自主事業などのプログラム充実の提案が

必要となる。そのためには、一層のマンパワ



 

 

ーが必要となることから、常勤雇用者数の増

大がもたらされたと考えられる。 

 

(5)まとめ 

 全国調査にもとづき、公共スポーツ施設の

指定管理導入により、サービス向上と利用者

満足度の増大の基盤となる、常勤雇用者数が

有意に増加していることが示唆された。しか

し、この研究では常勤雇用者数増大の機序を

明らかにするには至っていない。今後はさら

に詳細な調査を行い、その機序を明らかにす

ることが課題といえる。また、公共スポーツ

施設における雇用研究を発展させるために

は、非常勤職員や再委託先（清掃・警備等）

の雇用者にまで研究対象を広げていくこと

も課題といえよう。 
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